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石油や石炭などの化石燃料の燃焼、廃棄物の焼却等に伴って発 

生します。 

廃棄物の焼却処理、下水汚泥の消化処理、牛などの家畜ふん尿、

自動車排出ガス、水田などから発生します。 

ごみや汚泥の焼却処理、各種燃焼設備、自動車排出ガス、家畜 

の糞尿、窒素肥料の施肥などから発生します。 

カーエアコンや冷蔵庫の冷媒などに含まれています。 

半導体の製造工程や電子部品の精密洗浄時に発生します。 

電力絶縁ガスとして利用されています。 

二酸化炭素　　 

（CO２） 

メタン　　　　 

（ＣＨ４） 

一酸化二窒素 

（N２O） 

代替 

フロン等 

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ） 

パーフルオロカーボン（ＰＦＣ） 

六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 
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■過去140年間と将来の気温上昇の予測 
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区　　　　分 影　響　の　概　要 

県土への影響 

降水量・台風への影響 

海岸環境への影響 

　　植物への影響 

　　動物への影響 

　　干潟への影響 

　　マングローブへの影響 

　　サンゴ礁への影響 

　　藻場への影響 

農業への影響 

林業への影響 

水産業への影響 

観光産業への影響 

社会基盤等への影響 

人の健康への影響 

自
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
然 

産
　
　
　
　
　
　
　
業 

そ
　
の
　
他 

生
　
　
　
　
　
態
　
　
　
　
　
系 

IPCC（2001年）の予測による海面水位上昇88cmでは、水没する県土の面積は

34.23km
2
で、県総面積の1.5％に相当します。 

降水量は－５％～＋10％の幅で変化すると予測されます。台風の発生回数は減少す

るが、強度は強くなると考えられます。 

海面が上昇することに伴い湾内は閉鎖的となり外洋の海水交換が悪くなり、水質が

悪化するおそれがあります。 

地理的に限定される種や遺存的な種は、気温上昇や進入種のストレスに対して脆

弱であり、貴重な植物群落は危機に直面するといわれています。 

南限種は北上を余儀なくされます。また南方系の種の進出に伴い、既存種との間に

新たな競争関係が生じると考えられます。 

前浜干潟や河口干潟などは後背地が堤防などで遮断されているため干潮時にも

大部分が海面から現れることはないと予測されます。 

海面上昇率が88cm/100年の最悪のシナリオでは海面上昇に追いつくことができ

ず消失してしまうおそれがあります。 

海面の上昇速度についていけないサンゴ礁が水没したり、30℃以上の高水温が続く

ことによるサンゴの白化などが懸念されます。 

コアマモなどの温帯種は夏期の平均水温28℃～29℃の等温線が生育境界である

ため、温暖化の影響により本県から消失するおそれがあります。 

イネの受粉障害による収量減少やサトウキビの低糖度問題、乳用牛の乳量減少、

成豚の繁殖障害、害虫分布の北上などが予想されます。 

降水量が一定で気温のみ上昇すれば水分条件が悪化するため、同一の温度条件

でも生産力は低下すると考えられます。 

海水温の上昇によるプランクトンへの影響は魚類など高次生態系に変化をもたらし、

漁獲高に影響を及ぼすと予想されます。 

海面水位の上昇により海岸域が水没する可能性があり、それによる海浜の消滅は

観光産業に大きな影響があると考えられます。 

海面上昇によって海岸保全施設（防災施設）の機能と安定性が低下します。堤防や

護岸に打ち上げる波が高くなり越波量も増加すると考えられます。 

熱中症の増加マラリア、デング熱など媒介動物感染症が増加すると予想されます。 
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面　積 
（km2） 

割　合 
（％） 

地 　 域  

沖 縄 諸 島  

宮 古 諸 島  

八重山諸島 

尖 閣 諸 島  

合　　　計 

陸　　　域 

1,449.84 

225.90 

586.18 

5.56 

2,267.48

＜ ＝ 0 . 8 8 m  

21.35 

4.63 

7.96 

0.29 

34.23

＜＝1 . 8 2 1m  

49.04 

7.72 

16.24 

0.42 

73.43

＜＝3 . 0 2 1m  

86.54 

11.07 

29.51 

0.54 

127.67

地 　 域  

沖 縄 諸 島  

宮 古 諸 島  

八重山諸島 

尖 閣 諸 島  

合　　　計 

陸　　　域 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0 

100.0

＜＝0 . 8 8m  

1.5 

2.1 

1.4 

5.1 

1.5

＜＝1 . 8 2 1m  

3.4 

3.4 

2.8 

7.6 

3.2

＜＝3 . 0 2 1m  

6.0 

4.9 

5.0 

9.6 

5.6

［凡例］ 

①平均潮位以下の範囲 0.88m（海面上昇量） 

②朔望（大潮）平均潮位以下の範囲 1.821m（平均潮位＋.941m） 

③高潮被害のおそれのある範囲 3.021m（朔望満潮位＋1.2m） 
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1988年６月 

11月 

1992年６月 

1994年３月 

1997年12月 

2002年８月 

2002年10月 

大気変動に関する「カナダ・トロント会議」開催 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）設立 

リオデジャネイロにて国連会議「地球サミット」開催　気候変動枠組条約の署名開始 

気候変動枠組条約発効（155カ国が署名） 

京都にて気候変動枠組条約第３回締約国会義「COP３」開催　「京都議定書」 

ヨハネスブルグサミット開催 

ニューデリーにて気候変動枠組条約第８回締約国会議「COP８」開催 

「デリー宣言」採択 
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二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、HFC、PFC、SF６ 

1990年（HFC、PFC、SF６の代替フロン等については1995年） 

2008年～2012年 

先進国全体：５％　日本６％　アメリカ７％　ＥＵ８％ 

対象ガス 

基 準 年 

目標期限 

削減目標 

1990年10月 

1993年12月 

1994年12月 

1998年10月 

1999年４月 

2000年12月 

2002年３月 

2002年６月 

2002年６月 

「地球温暖化防止行動計画」策定 

　日本政府版「アジェンダ21」策定 

「環境基本計画」閣議決定 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」公布 

「地球温暖化対策に関する基本方針」閣議決定 

「新環境基本計画」閣議決定 

「地球温暖化対策推進大綱の進捗状況及び今後の取組の重点」の了承 

「京都議定書」締結 

「エネルギー政策基本法」公布 
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1999年２月 

 

 

2000年４月 

2001年２月 

2001年５月 

「沖縄県環境保全率先実行計画」策定 

（2001年に「沖縄県地球温暖化防止実行計画」としても位置づけ） 

 

「沖縄県環境基本条例」施行 

「沖縄県新エネルギービジョン」策定 

「みんなでつくる清ら島－おきなわアジェンダ２１－」策定 
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1900 

1901 

1902 

1903 

1904 

1905 

1906 

1907 

1908 

1909 

1910 

1911 

1912 

1913 

1914 

1915 

1916 

1917 

1918 

1919

22.3 

21.6 

21.9 

22.0 

21.7 

22.4 

22.6 

21.8 

21.9 

22.2 

22.1 

22.4 

22.4 

22.4 

22.4 

22.6 

22.7 

21.3 

21.9 

22.4

2,152 

2,039 

1,896 

2,711 

1,073 

2,500 

2,397 

1,667 

2,252 

2,472 

2,869 

1,384 

2,113 

1,907 

2,107 

2,130 

2,200 

2,156 

1,670 

1,977

1920 

1921 

1922 

1923 

1924 

1925 

1926 

1927 

1928 

1929 

1930 

1931 

1932 

1933 

1934 

1935 

1936 

1937 

1938 

1939

22.2 

21.9 

22.0 

22.4 

21.5 

21.2 

21.5 

21.7 

21.8 

21.7 

22.4 

22.5 

21.6 

22.0 

21.6 

22.0 

21.7 

22.4 

21.1 

21.5

2,510 

1,937 

2,661 

2,035 

2,542 

1,730 

1,469 

1,643 

2,319 

2,220 

2,503 

2,044 

2,318 

2,259 

1,808 

2,269 

2,339 

2,931 

1,981 

2,673

1940 

1941 

1942 

1943 

1944 

1945 

1946 

1947 

1948 

1949 

1950 

1951 

1952 

1953 

1954 

1955 

1956 

1957 

1958 

1959

21.7 

22.2 

22.4 

21.7 

21.8 

－ 

22.3 

21.1 

22.1 

21.9 

22.1 

－ 

23.0 

22.3 

22.6 

22.3 

22.2 

22.2 

22.3 

22.7

1,816 

3,191 

1,766 

1,772 

2,109 

－ 

1,490 

2,439 

1,697 

2,143 

2,120 

－ 

2,601 

1,914 

2,226 

2,306 

2,440 

1,816 

1,709 

2,984

1960 

1961 

1962 

1963 

1964 

1965 

1966 

1967 

1968 

1969 

1970 

1971 

1972 

1973 

1974 

1975 

1976 

1977 

1978 

1979

22.5 

22.6 

22.1 

22.0 

22.8 

21.9 

22.5 

22.4 

21.8 

22.6 

22.3 

22.4 

22.6 

22.2 

22.2 

22.2 

22.0 

22.6 

22.1 

22.3

1,835 

1,955 

1,944 

970 

2,281 

2,365 

3,176 

1,780 

1,398 

2,781 

2,091 

1,490 

2,367 

1,965 

2,451 

3,042 

1,598 

1,462 

2,657 

2,360

1980 

1981 

1982 

1983 

1984 

1985 

1986 

1987 

1988 

1989 

1990 

1991 

1992 

1993 

1994 

1995 

1996 

1997 

1998 

1999

22.5 

22.2 

22.6 

22.9 

22.3 

22.5 

22.2 

23.1 

23.0 

22.7 

23.0 

23.4 

22.9 

23.1 

23.0 

22.6 

22.8 

23.0 

24.4 

23.5

1,755 

1,524 

1,977 

2,294 

1,688 

2,006 

1,579 

2,109 

2,302 

1,685 

2,029 

1,612 

2,403 

1,331 

1,570 

1,763 

1,887 

2,018 

2,332 

2,248

2000 

2001 

2002 

2003 

2004 

2005 

2006 

2007 

2008 

2009 

2010 

2011 

2012 

2013 

2014 

2015 

2016 

2017 

2018 

2019

23.0 

23.4 

23.2 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,613 

2,644 

2,027 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

年 
気温 
（℃） 

降水量 
（mm） 年 

気温 
（℃） 

降水量 
（mm） 年 

気温 
（℃） 

降水量 
（mm） 年 

気温 
（℃） 

降水量 
（mm） 年 

気温 
（℃） 

降水量 
（mm） 年 

気温 
（℃） 

降水量 
（mm）

（＊）1945年、1951年は欠測 
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森林 
47.4%

森林 
46.1%

森林 
66.4%

沖縄県 
1990年度 

沖縄県 
1998年度 

全国 
1998年度 

農用地 
23.3%

農用地 
21.4%

農用地 
13.2%その他 

17.7%
宅地 
5.5%

道路 
3.8%

水面等 
1.1%

原野 
1.1%

宅地 
6.0%

道路 
4.3%

水面等 
1.3%

原野 
0.7%

宅地 
4.7%

道路 
3.3%

水面等 
3.5%

原野 
0.7%

その他 
20.1%

その他 
8.2%

全　　　国 
1998年度 
単位：百km2

 総　　数 農 用 地 森　　林 原　　野 水 面 等 道　　路 宅　　地 そ の 他 
面　　積 2,264 528 1,073 26 25 86 125 401 
比　　率 100 23.3 47.4 1.1 1.1 3.8 5.5 17.7 
  総　　数 農 用 地 森　　林 原　　野 水 面 等 道　　路 宅　　地 そ の 他 
面　　積 2,268 485 1,046 16 30 98 137 457 
比　　率 100 21.4 46.1 0.7 1.3 4.3 6.0 20.1 
  総　　数 農 用 地 森　　林 原　　野 水 面 等 道　　路 宅　　地 そ の 他 
面　　積 3,779 499 2,509 26 132 125 178 310 
比　　率 100 13.20 66.4 0.7 3.5 3.3 4.7 8.2 

沖　縄　県 
1990年度 
単位：km2 
 
沖　縄　県 
1998年度 
単位：km2 
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1992年度 

1,400
（千人） （千世帯） 

1,300
1,200
1,100
1,000
900
800
700
600
500
400
300
200
100
0 0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

600

人口（千人） 世帯数（千世帯） 

1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 

項　　目 

人口（千人） 

世帯数（千世帯） 

1992年度 

1,237 

383

1993年度 

1,246 

390

1994年度 

1,257 

398

1995年度 

1,269 

407

1996年度 

1,282 

412

1997年度 

1,290 

421

1998年度 

1,300 

431

1999年度 

1,310 

442

2000年度 

1,321 

452

2001年度 

1,328 

457
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1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

石油類（千kL） 
8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

電気（百万kWh） 

石油類 電気 

1990年度 

重油計 
（A+B+C） 

1,400
（千kL） 

1,200

1,000

800

600

400

200

0
1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 

揮発油 

ジェット燃料 

軽油 

灯油 

ナフサ 

エネルギー種別 

電気 

重油計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

揮発油 

ジェット燃料 

軽油 

灯油 

ナフサ 

1990年度 

4,725 

1,034 

432 

320 

247 

87 

4

1991年度 

5,072 

1,140 

456 

353 

257 

89 

5

1992年度 

5,110 

1,156 

481 

370 

272 

97 

4

1993年度 

5,446 

1,179 

505 

380 

289 

112 

3

1994年度 

5,606 

1,062 

526 

391 

297 

105 

5

1995年度 

5,854 

916 

543 

397 

307 

91 

5

1996年度 

6,006 

914 

557 

394 

319 

89 

5

1997年度 

6,126 

904 

568 

428 

330 

87 

4

1998年度 

6,616 

1,060 

596 

447 

333 

92 

4

1999年度 

6,558 

1,040 

602 

429 

339 

87 

3

2000年度 

6,626 

1,003 

597 

436 

320 

82 

3

電気：百万kWh、石油類：千kL
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11.0%

5.5% 2.2%
0.2%

4.5%

3.0%

3.2%

3.9%

■農林水産業 
■電気・ガス・水道業 
■運輸・通信業 

■鉱業 
■卸売・小売業 
■サービス業 

■製造業 
■金融・保険業 
■政府サービス生産業 

■建設業 
■不動産者 
■その他 

3.1%
2.2% 0.4% 1.3%

12.4%

11.3%
7.2%

23.7%

16.1% 22.3%

8.0%

12.6%12.0%

7.0%

18.8%

8.1%

3兆 
5,565億円 
沖縄県1999年度 

513兆 
4,950億円 
全国1999年度 
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産業分類 

農林水産業 

鉱業 

製造業 

建設業 

電気・ガス・水道業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

運輸・通信業 

サービス業 

政府サービス生産者 

その他 

合計 

1990年度 

90 

10 

185 

414 

89 

411 

99 

293 

224 

576 

455 

63 

2,907

1991年度 

84 

9 

194 

423 

94 

436 

108 

305 

237 

627 

473 

69 

3,057

1992年度 

81 

9 

197 

448 

95 

453 

112 

313 

235 

652 

480 

76 

3,151

1993年度 

80 

10 

208 

475 

105 

465 

111 

329 

233 

647 

502 

78 

3,241

1994年度 

78 

8 

209 

440 

111 

456 

123 

336 

236 

678 

519 

86 

3,279

1995年度 

78 

10 

213 

453 

117 

440 

118 

338 

257 

724 

532 

93 

3,373

1996年度 

77 

9 

202 

470 

110 

441 

129 

356 

252 

774 

547 

94 

3,461

1997年度 

79 

16 

185 

413 

115 

458 

133 

367 

251 

803 

564 

102 

3,486

1998年度 

74 

14 

202 

404 

116 

466 

132 

378 

252 

819 

579 

112 

3,546

1999年度 

79 

15 

196 

392 

113 

441 

139 

402 

257 

842 

572 

109 

3,556

単位：10億円 

■農林水産業 
■電気・ガス・水道業 
■運輸・通信業 

■鉱業 
■卸売・小売業 
■サービス業 

■製造業 
■金融・保険業 
■政府サービス生産業 

■建設業 
■不動産者 
■その他 

1990年度 

4,000
（10億円） 

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 
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1990年度 

900 400
総数：千台 車種別数：千台 

350

300

250

200

150

100

50

小型乗用車 総数 

0

800

700

600

500

400

300

200

100

0
1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 

貨物自動車 軽四乗用車 普通乗用車 バス 特殊用途車 

車　　種 
小型乗用車 
貨物乗用車 
軽四乗用車 
普通乗用車 
バス 
特殊用途車 
総数 

1990年度 
315.6 
199.5 
39.4 
12.0 
2.8 
13.5 
582.8

1991年度 
331.3 
200.6 
43.7 
14.1 
2.8 
13.5 
606.0

1992年度 
343.8 
203.1 
48.0 
17.6 
2.8 
13.6 
628.9

1993年度 
357.1 
205.7 
53.3 
22.4 
2.8 
26.3 
667.6

1994年度 
367.1 
208.1 
59.7 
28.3 
2.9 
14.2 
680.3

1995年度 
376.1 
208.7 
67.9 
36.4 
2.9 
26.4 
718.4

1996年度 
379.9 
208.2 
77.1 
47.5 
2.9 
14.3 
729.9

1997年度 
377.7 
206.3 
86.3 
58.8 
2.9 
15.1 
747.1

1998年度 
374.0 
204.5 
98.1 
70.2 
3.0 
17.4 
767.2

1999年度 
366.3 
204.1 
114.6 
82.4 
3.0 
19.8 
790.2

2000年度 
354.4 
203.9 
133.6 
94.2 
3.0 
20.4 
809.6

単位：千台 
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車　　種 
小型乗用車 
貨物乗用車 
軽四乗用車 
普通乗用車 
バス 
特殊用途車 
合計 

2000年度 
354.4 
203.9 
133.6 
94.2 
3.0 
20.4 
809.6

構成比（％） 
43.8 
25.2 
16.5 
11.6 
0.4 
2.5 

100.0

単位：千台 単位：千台 沖縄県 

車　　種 
小型乗用車 
貨物乗用車 
軽四乗用車 
普通乗用車 
バス 
特殊用途車 
合計 

2000年度 
28,201.7 
18,064.7 
10,084.3 
14,163.4 
235.6 
1,754.3 
72,504.0

構成比（％） 
38.9 
24.9 
13.9 
19.5 
0.3 
2.4 

100.0

全　国 

小型乗用車 
43.8%

小型乗用車 
38.9%

貨物自動車 
24.9%

軽四乗用車 
13.9%

普通乗用車 
19.5%

バス 
0.3% 特殊用途車 

2.4%
特殊用途車 
2.5%

バス 
0.4%

普通乗用車 
11.6%

軽四乗用車 
16.5%

貨物自動車 
25.2%

72,504.0 
千台 

全国2000年度 

809.6 
千台 

沖縄県2000年度 
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二酸化炭素 
94.6%

六ふっ化硫黄 
0.2%

パ－フルオロカ－ボン類 
0.0%

ハイドロフルオロカ－ボン類 
2.0%

一酸化二窒素 
3.0%

メタン 
1.8%

沖縄県 
（12,840千t-CO2） 

二酸化炭素 
メタン 
一酸化二窒素 
ハイドロフルオロカーボン類 
パーフルオロカーボン類 
六ふっ化硫黄 
合計 

全国（2000年度） 
1,237,100 
22,000 
36,900 
18,300 
11,500 
5,700 

1,331,600

（％）　 
92.9 
1.7 
2.8 
1.4 
0.9 
0.4 

100.0

（％）　 
94.6 
1.8 
3.0 
0.5 
0.0 
0.2 

100.0

沖縄県（2000年度） 
12,143 
237 
379 
60 
0 
22 

12,840

全国比（％）　 
1.0 
1.1 
1.0 
0.3 
0.0 
0.4 
1.0
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500

400

600
（千t） 

1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 

300

200

100

0

■焼却　■埋立　■自家処理 

処理方法 
焼却 
埋立 
自家処理 

1990年度 
323 
105 
1

1991年度 
321 
115 
1

1992年度 
321 
115 
1

1993年度 
329 
133 
3

1994年度 
335 
132 
3

1995年度 
327 
124 
3

1996年度 
334 
121 
3

1997年度 
351 
102 
3

1998年度 
376 
87 
3

1999年度 
386 
108 
3

単位：千t

沖縄県 
処理方法 
焼却 
埋立 
自家処理 
合計 

1990年度（千t） 
386 
108 
3 

497

構成比（％）   
77.7 
21.7 
0.6 

100.0

全　国 
処理方法 
焼却 
埋立 
自家処理 
合計 

1990年度（千t） 
41,231 
5,674 
1,964 
48,869

構成比（％）   
84.4 
11.6 
4.0 

100.0

焼却 
84.4%

埋立 
11.6%

埋立 
21.7%

焼却 
77.7%

自家処理 
4.0%

自家処理 
0.6%

48,869千t 
全国1999年度 

497千t 
沖縄県1999年度 



第
３
章 

沖
縄
県
の
地
域
概
況 

鉱業 

900
単位：千トン 

800

700

600

500

400

300

200

100

0
建設業 製造業 電気・水道業 

■汚泥　■動植物性残差　■鉱さい　■がれき類　■ばいじん　■その他 

運輸業 卸・小売業 サービス業 

業種別・種類別発生量（平成11年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千t

種類／業種 
汚泥 
動植物性残差 
鉱さい 
がれき類 
ばいじん 
その他 
合計 

鉱　業   
48 
0 
28 
0 
0 
0 
76

建設業   
10 
0 
0 

690 
0 
94 
794

製造業   
91 
243 
27 
2 
5 
44 
412

電気・ガス・水道業 
681 
0 
0 
2 

153 
8 

844

運輸業   
2 
0 
1 
3 
0 
1 
7

卸・小売業 
4 
0 
0 
0 
0 
19 
23

サービス業 
1 
0 
0 
0 
0 
9 
10

合　計   
837 
243 
56 
698 
158 
175 
2,167




